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第３回会議における疑問等について 

 

１．「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（案）」の名称について 
 

 

疑問の要旨 

 家庭的保育事業については、いわゆる地域型保育事業の一部ではあるが、小

規模保育事業や事業所内保育事業の方が主なものである。家庭的保育事業を代

表事業として条例名称とした理由は。 
 

 

説明 

１ 児童福祉法第 34 条の 16 第 1 項により、市の条例で「家庭的保育事業等」

の設備及び運営について基準を定めることとされている。 

２ 同法第 24 条において、①家庭的保育事業②小規模保育事業③居宅訪問型保

育事業④事業所内保育事業を合わせて「家庭的保育事業等」と定義している。 

３ 同法第 34 条の 16 第 2 項により厚生労働省が定めた基準は「家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準」(平成 26 年厚生労働省令第 61 号)である。 

４ 「地域型保育事業」という名称は、現行法令上存在しない。 

 以上のことから、「出雲市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例」を名称とする予定としている。 
 

 
【参考】 

   児童福祉法（抜粋） 

 

第２４条 市町村は、この法律及び子ども・子育て支援法の定めるところにより、保護者の労働

又は疾病その他の事由により、その監護すべき乳児、幼児その他の児童について保育を必要と

する場合において、次項に定めるところによるほか、当該児童を保育所（認定こども園法第３

条第１項の認定を受けたもの及び同条第９項の規定による公示がされたものを除く。）において

保育しなければならない。 

② 市町村は、前項に規定する児童に対し、認定こども園法第２条第６項に規定する認定こども

園（子ども・子育て支援法第２７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等

（家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業をいう。以下

同じ。）により必要な保育を確保するための措置を講じなければならない。 

③～⑦ 略 

 

第３４条の１６ 市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例で基準を定めなけ

ればならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のた

めに必要な保育の水準を確保するものでなければならない。 

② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、次に掲げる事項については厚生労働省令で定め

る基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌する

ものとする。 

（１） 家庭的保育事業等に従事する者及びその員数 

（２） 家庭的保育事業等の運営に関する事項であつて、児童の適切な処遇の確保及び秘密の保

持並びに児童の健全な発達に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 
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２．出雲市の保育料が国の保育料基準を下回っていることの保護者への周知について 
 

疑問の要旨 

 出雲市の保育所保育料が国の保育所保育料基準を下回っていることについ

て、一部の保護者は承知しているが、知らない保護者も多い現状がある。市と

して、あるいは園を通じて、保護者に対して周知を行っているか。 
 
 

説明 

１ 新規申込の保護者に対しては、窓口での申込の説明(申込書類受領)の際に

「入所申込の手引き」を渡し、説明を行っている。手引の７ページに市の保

育料と国の保育料基準を比較した表を掲載している。 

２ 継続申込の保護者に対しては、各保育所を通じて次年度の申込書類を配布

している。その際にも「入所申込の手引き」を同封している。 

３ 市のホームページにおいても、「入所申込の手引き」を掲載しているととも

に保育所の保育料を説明するページにも同様の表を掲載している。 
 

 

【参考】入所申込の手引きに掲載している平成２６年度保育料表 

児童が属する世帯の階層区分 
保育料徴収金基準額 

（月額） 

【参考】 

国基準保育料徴収金基準額（月額） 

区分 定     義 3歳未満児 3歳以上児 3歳未満児 3歳以上児 
推定年収 

（おおよその目安） 

1 生活保護法による被保護世帯など 0円 0円 0円 0円 ― 

2 

平成 25 年分 

旧 所 得 税 額 

非 課 税 世 帯 

平成25年度市町村民税非課税世帯 8,000円 5,500円 9,000円 6,000円  

 うち、母子・父子世帯、在宅障がい者のいる世帯 0円 0円 0円 0円  

3 
平成25年度市町村民税均等割の額のみ課税 16,000円 11,000円 19,500円 16,500円  

 うち、母子・父子世帯、在宅障がい者のいる世帯 15,000円 10,000円 18,500円 15,500円  

4 
平成25年度旧市町村民税所得割の額のある世帯 18,000円 13,000円    

 うち、母子・父子世帯、在宅障がい者のいる世帯 17,000円 12,000円   330万円未満 

5 

平成 25 年分 

旧 所 得 税 額 

課 税 世 帯 

旧所得税額  10,000円未満   21,000円 17,000円 30,000円 27,000円  

6 旧所得税額  10,000円以上 19,000円未満  23,000円 18,000円    

7 旧所得税額  19,000円以上 40,000円未満  26,000円 20,000円   470万円未満 

8 旧所得税額  40,000円以上 50,000円未満  28,000円 22,000円 44,500円 41,500円  

9 旧所得税額  50,000円以上 75,000円未満  31,000円 25,000円    

10 旧所得税額  75,000円以上 103,000円未満  34,000円 28,000円   640万円未満 

11 旧所得税額 103,000円以上 153,000円未満  39,000円 31,000円 61,000円 58,000円  

12 旧所得税額 153,000円以上 279,000円未満  45,000円 34,000円    

13 旧所得税額 279,000円以上 413,000円未満  47,000円 36,000円   930万円未満 

14 旧所得税額 413,000円以上 520,000円未満  49,000円 38,000円 80,000円 77,000円  

15 旧所得税額 520,000円以上 627,000円未満  51,000円 40,000円    

16 旧所得税額 627,000円以上 734,000円未満  53,000円 42,000円   1,130万円未満 

17 旧所得税額 734,000円以上   55,000円 44,000円 104,000円 101,000円 1,130万円以上 

  


